
河川ごみ回収・処理事業実施結果 

 
１ 調査目的 

 ○ 海岸漂着物は、陸域にあるごみや流木が、河川を通じて海岸に漂着するものや、海岸

利用者により散乱したごみと考えられる。 
 ○ そこで、陸域ごみの海への流出状況を把握するため、漂流経路である河川におけるご

みの種類別（生活系、自然系等）の回収量を分析し、発生状況を把握する調査を平成

25-26 年度に実施した。 
 ○ この調査結果を基礎資料とし、海岸漂着物の発生抑制を県民に呼びかけるための普及

啓発を実施する。 
 
２ 調査内容・結果 

（１）調査年度 

   平成 25～26 年度 
 
（２）調査対象河川 

   図１のとおり、愛知県が管理する河川のうち、26 河川で調査を実施した。調査対象

区間は、ごみの堆積が多く確認できた区間とした。 

 

 
 
 
 
 
 
 
  

資料１－２

No. 河川名 No. 河川名
1 日光川 16 猿渡川
2 光堂川 17 油ヶ淵
3 三宅川 18 北浜川
4 新川 19 矢崎川
5 福田川 20 乙川
6 青木川 21 青木川
7 水場川 22 音羽川
8 合瀬川 23 汐川
9 逢妻川 24 梅田川
10 逢妻女川 25 内張川
11 犬伏川 26 朝倉川
12 市木川
13 鞍流瀬川
14 境川
15 阿久比川

 

 

  

図１ 調査対象河川位置図 
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図３ 各河川のごみ量・割合 



３ 発生抑制に係る普及啓発 

  河川のごみは増水により海へ流出し、海岸へ漂着する。このため、河川ごみの約７割を

占めた生活系ごみのポイ捨て防止等を推進することにより海岸漂着物の発生抑制を図る

ため、ガードレール、横断橋等に掲示する横断幕を資料１－２（別添１）のとおり、また、

一般県民向けのリーフレットを資料１－２（別添２）のとおり作成した。 

  これらの啓発資材により、海岸漂着物及び河川ごみの発生抑制を図る。 


